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論 文 内 容 の 要 旨

人や物 との係わ りの中で発達する行動調整は,障 害児 ・者の行動形成 における大きな課題であ

る。 この行動調整 には,手 掛か り情報の具体性や種類,入 手方法,調 整の自発性,相 互方向性 と

いう次元が含 まれ る。従来の行動調整障害の研究 による各次元 ごとの知見を踏まえ,同 一対象者

の行動全体 を明確 にして障害特性に応 じた援助法を構築す るためには,こ れ ら諸次元 の包括的検

討が必要 とされている。

本研究では行動を,情 報の種類,抽 象性,量,入 手方法を検討 し易い部分的 ・要素的な運動行

動と,自 発性や方向性 を検討 し易い全体的 ・統括的な対人 ・社会的行動 に分 け,知 的障害者 と自

閉症者を対象に調整障害 とそ の援助方法を検討 した。第1章 ～第5章 では要素的運動行動 につい

て,第6章 ～第8章 では全体的行動 について記 し,第9章 で総括的考察 を述べた。

第1章 では健常者64名(2～6歳 と23～30歳)と 知的障害者64名(13～23歳 精神年齢(MA)

2～11歳)を 対象 に,言 語教示のみ与え られる条件 と動作が示 され る条件を用いた最速打叩課題
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を行い,主 として身体的要因に規定 される促進的行動 と情報 の種類の関係 を検討 した。その結果,

知的障害者は年齢の高さと関連 して同MAの 健常者より高い調整力を有 しているが,MA6歳 台

まではその力を言語教示のみでは十分に発揮 し得ないことが示唆された。第2章 では第1章 と同

じ対象者に時間的追従課題 を行 い,主 として精神的要因に規定される抑制的行動を検 討 した。そ

の際,追 従 目標のテ ンポがセル フペースに近い条件と,大 き く異なる条件,追 従 目標 が聴覚的,

視覚的 に示 され る条件,視 標の運動が追従 目標間の時間をも示す条件 を用い,追 従行動 とセル フ

ペース,情 報の提示モー ド,情報量 との関係を検討 した。その結果,① 健常者,知 的障害者 ともに

セル フペースでの反応 を抑制する機能が時間的追従行動の発達に関わる重要な要因であること,

知的障害者ではその機能の発達が同MAの 健常者よ り遅れてお り,そ れが時間的追従行動の調整

障害 に関わる要因の一つであること,② 健常者で知 られている時間的情報処理 における聴覚 の優

位性は知的障害者にも共通 していること,③ 健常者では追従行動の補助となった視標 の運動情報

を,知 的障害者が有効 に利用 し得ないことが示唆された。第3章,第4章 では,視 標 の運動情報

を利用できなかった健常者!0名(2～3.5歳),知 的障害者16名(MA2～6歳)を 対象に,運 動

視標が示 される条件,具 体的動作が示される条件,視 標の運動情報 を抽 出す る探索的行為 として

視標の空間的追従 を時間的追従に先立ち行 う条件を用いた時間的追従課題を行い,追 従行動 と情

報の抽象性,入 手方法 との関係 を検討 した。その結果,① 健常者,知 的障害者 ともに視標の動き

が行動モデル として抽象的すぎ,よ り具体的な情報 を必要 としていること,② 健常者 は具体的情

報がな くとも探索的行為を通 して情報 を利用可能になるが,知 的障害者はな らないこと,③ 空間

的追従の後,刺 激が提示されていない時に健常者は外顕的運動 リハーサルを示 したが,知 的障害

者は示さず,運 動の内的モデルを形成する機能 に問題を持っている ことが示唆 された。第5章 で

は知的障害者43名(14～23歳,MA2～11歳)を 対象に運動抑制検査 と動作持続検査 を行 い,追

従行動 と抑制機能,持 続機能の関係 を検討 した。持続機能 と追従行動 との関係が見出されない一

方で,抑 制機i能が高い者ほど追従行動が正確であり,セ ルフペースを抑制す る機能が追従行動に

関わる重要な要因の一つであるという先の考察が支持された。

第6章 ～第8章 では13歳 の自閉症者1名 を対象に行動観察,実 験,指 導を行 った。第6章 では

日常生活 を観察 し,固 執行動 と対人 ・社会的行動の関係 を検討 した。固執の対象は個 々の 自閉症

者に固有 のものも少なくないため検討は事例的に行 った。対象者 には衣服のボタン等 への強 い固

執がみ られ,固 執行動が発現する とそれまでの行動が遮断される,他 者への配慮が極端 に欠ける

傾向があるなど,固 執行動 と行動調整の問題 との関連が確認された。第7章 では,固 執事物 を含

まない非固執条件,正 刺激 として含む固執条件を用 いて複数:刺激の同時弁別課題 を行 い,固 執行

動 と注意機能の問題 との関係を検討 した。その結果,非 固執条件では正しく反応できたが,固 執

条件では正刺激の一方である固執事物に偏った反応がみ られ,固 執事物が注意の問題を誘発 して
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いることが示 された。第8章 では固執行動の軽減を目指 した係わ りを行い,コ ミュニケーシ ョン

関係の成立に伴 う対象者の行動調整の変化 と,エ コラリアの機能を検討 し,行 動調整 を促す指導

方法 を考察 した。その結果,① 質問を繰 り返す という形で現れたコミュニケーシ ョンを求 める対

象者の気持ちを受容 した係わ りを続けた ところ,や りとりの主導などコミュニケーシ ョン欲求の

高ま りを示す行動がみ られるようになると伴に,即 時エコラリアによる行動調整が定着 し,② 話

題が拡がるなど他者 とのコミュニケーション関係の成立が進んだ時期 に,頻 度は低 いものの,遅

延エ コラリアによる 自発的調整がみ られるようになった。 自閉症者の行動調整の発達にお いても

他者 とのコミュニケーション関係が重要であること,そ の際エ コラリアが行動調整機能を持つよ

うになることが示唆された。

論 文 審 査 結 果 の 要 旨

本研究は,障 害児 ・者の行動形成 において重要な行動調整機能を,調 整の手掛か りとなる情報

の特性や入手方法,調 整の自発性 ・方向性 という諸次元を包括する形で分析 し,そ の障害 と援助

方法を検討 した ものである。同じ対象者の行動調整障害の多次元的検討はこれ までの国内外にお

いて皆無であ り,諸 次元の総体 としての行動像 を明らか にする上で貴重な研究で ある。まず行動

を,情 報特性や入手方法の検討 に適 した要素的な運動行動の水準 と,自 発性 ・方向性の検討に適

した総合的な対人 ・社会的行動 の水準に分け,各 水準において障害 を示す知的障害者 と自閉症者

を対象に実験的手法 とフィール ドワークの参与観察手法 を用いて検討 した。

始めに健常者 と知的障害者128名 を対象に,身 体的要因に規定される促進的行動,精 神的要因

に規定 され る抑制的行動 と情報特性及び入手方法 との関係を検討 した。その結果,① 促進的行動

に関 して知的障害者は同MAの 健常者よ り高い調整力を有 しているが,そ の力の発揮 には具体性

の高い情報 を必要 としていること,② 抑制的行動に関 して知的障害者は健常者 と同様,自 分 に適

したペースでの行動 を基礎 に,そ れ を抑制する方向で調整を行 うが,こ の抑制機能 の発達が同MA

の健常者よりさらに遅れている こと,③ 行動調整の手掛か りとなる情報 を利用できない場合 に,

健常者で有効であった情報抽出のための探索的行為の効果が,知 的障害者ではみ られないこと等

を示 した。 さらに知的障害者43名 を対象に行動調整と抑制機能 持続機能 との関係 を検討 し,抑

制機能 と行動調整との密接な関連を明 らかにした。各個体ごとに行動 し易いペースがあることは

従来か ら知 られていたが,そ れを抑制する機i能と行動調整 との関連を実証する報告はほとん どな

く,本 論文はその実証データを示 した ものとして高 く評価できる。

次 に,自 閉症者を対象 とした行動観察 と実験から,特 定の情報への固執が,選 択的注意 と行動
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調整の問題を誘発する ことを示 した。 この固執行動の軽減を目指 した係わ りを行 う中で,対 象者

の行動調整の変化 とコミュニケーション関係及びエコラリアの機能を分析 し,自 閉症者の行動調

整の発達 において も他者 とのコミュニケーション関係が重要であること,そ の際エコラリアが行

動調整機能を持つよ うになる ことを示 した。行動調整 に果たすエコラリアの機能 に関する縦断的

検討は我が国では例がな く,貴 重な報告 と評価できる。

今後の課題 として対象者を増やす と伴に,要 素的行動 との総合的行動の問を埋める検討が残 さ

れている。 しかし,上 述の通 り障害児 ・者の行動調整障害をみる新たな枠組みを提案 し,そ の資

料 を蓄積 したことは教育実践研究 に大 きく貢献するものといえる。

よって,本 論文は博士(教 育学)の 学位論文 として合格 と認める。
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